
(資産の管理)

第３０条  この法人の資産は、理事会の定める方法により、理事長が管理する。 

  ２  資産のうち現金は、確実な金融機関に預け入れ、確実な信託会社に信託し、又は

    確実な有価証券に換えて、保管する。

(事業計画及び収支予算)

第３１条  この法人の事業計画及び収支予算書については、毎会計年度開始の日の前日ま

　　でに、理事長が作成し、理事会の決議を経て、評議員会の承認を受けなければなら

　　ない。これを変更する場合も、同様とする。

　

　２　前項の書類については、主たる事務所に、当該会計年度が終了するまでの間備え

　　置き、一般の閲覧に供するものとする。

(事業報告及び決算)

第３２条  この法人の事業報告及び決算については、毎会計年度終了後、理事長が次の

　　書類を作成し、監事の監査を受けた上で、理事会の承認を受けなければならない。

　　（１）事業報告

　　（２）事業報告の附属明細書

　　（３）貸借対照表

　　（４）収支計算書（資金収支計算書及び事業活動計算書）

　　（５）貸借対照表及び収支計算書（資金収支計算書及び事業活動計算書）の附属明

　　　　　細書

　　（６）財産目録

　２　前項の承認を受けた書類のうち、第１号、第３号、第４号及び第６号の書類につ

　　いては、定時評議員会に提出し、第１号の書類についてはその内容を報告し、その

　　他の書類については、承認を受けなければならない。

　３　第１項の書類のほか、次の書類を主たる事務所に５年間備え置き、一般の閲覧に

　　供するとともに、定款を主たる事務所に備え置き、一般の閲覧に供するものとする。

　　（１）監査報告

　　（２）理事及び監事並びに評議員の名簿

　　（３）理事及び監事並びに評議員の報酬等の支給の基準を記載した書類

　　（４）事業の概要等を記載した書類


